　宗谷地区サッカー協会規約改正（平成２４年３月３１日変更）
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第1章 総 則 
（名称） 
第１条　本協会は財団法人北海道サッカー協会に認可された宗谷地区サッカー協会と　　　　　　　　　　　　　　　　　　

称する。(以下、本協会という) 
（事務局） 
第２条　本協会は、事務局を北海道稚内市に置く。 

第２章 目的及び事業 
（目 的） 
第３条　本協会は、北海道宗谷管内におけるにサッカー界を統括し代表する団体とし
　　　　て、サッカーの普及振興と競技力向上のために必要な事業を行い、もって北

　　　　海道宗谷管内に居住する人々の心身の健全な発達と管内のスポーツの振興に
　　　　寄与することを目的とする。 
（事 業） 
第４条　本協会は、前条の目的を達成するため、北海道宗谷管内において、次の各号
　　　　に掲げる事業を行う。 
（１）サッカーの普及振興のため、サッカーの指導者の講習会、サッカー教室、競技
　　　大会等を開催すること 
（２）競技力の向上のため、サッカーの競技者、指導者及び審判員の育成強化を図る
　　　こと 
（３）サッカーの各種競技会を開催し、及び他の団体の開催する各種競技会に協力す
　　　ること 
（４）サッカー競技者の資格を審査し、財団法人日本サッカー協会及び財団法人北海
　　　道サッカー協会へ登録すること 
（５）優秀選手、功労者などを表彰すること 
（６）前各号に掲げる事業に附帯する事業 

第３章 役員及び事務局 
（役 員） 
第５条　本協会は、次の役員を置き、その役員をもって常任理事会を構成する。 
（１） 会　長　　　１　名
（２） 副会長 　　 若干名

（３） 理事長　　　１　名

（４） 副理事長　　若干名

（５） 常任理事　　若干名

（６） 特任理事　　若干名

（７） 会計監査　　２　名
（役員の選任等） 
第６条　本協会の役員は、理事総会において選任する。
２ 役員に異動があった時は、遅滞なくその旨を財団法人北海道サッカー協会に報
   告する。 
（役員の職務） 
第７条　会長は、本協会の業務を総括し本協会を代表する。 
　　２ 副会長は、会長の定めるところにより会長を補佐して本協会の業務を掌握し、
   会長に事故があるときはその職務を代理し、会長が欠員のときはその職務を
   代って行う。 
３ 理事長は、会長の定めるところにより、会長及び副会長を補佐して本協会の日
   常の業務を掌握し、会長及び副会長にともに事故があるときは会長の職務を代
   理し、会長及び副会長がともに欠員のときは会長の職務を代って行う。 
４ 副理事長は、会長の定めるところにより、本協会の日常の業務を掌握する。 
５ 常任理事は、常任理事会を組織して本協会の業務を議決し執行する。 
６ 特任理事は、常任理事会に出席し、意見を述べ、質疑に応じうることができる。ただし、議決権は有しない。

（常任理事会） 
第８条　本協会の常任理事会は、第５条の(１)～(６)の役員によって構成され、毎年
　　　　２回以上会長が招集する。 
２ 前項のほか、常任理事会を招集する必要があるとき、又は常任理事現在数の３
　　　 分の１以上の者から会議の目的とする事項を記載した書面をもって常任理事
       会の招集の請求があったときは、会長は、遅滞なく臨時に、常任理事会を招集
       しなければならない。 
３ 常任理事会を招集するときは、開催日の７日前までに、理事会の日時、場所及
       び会議の目的とする事項を通知しなければならない。 
４ 常任理事会の議長は、会長とする。 

第９条　本協会の常任理事会は、常任理事現在数の３分の２以上の者が出席しなけれ
　　　　ば議事を開き議決をすることができない。ただし、当該議事につき書面をも
　　　　ってあらかじめ意思を表示した者は出席者とみなす。 
第10条　本協会の常任理事会の議事は、この規約に特別の定めがある場合を除く他、　　

出席常任理事の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決する
         ところによる。 
（会計監査の職務） 
第11条　会計監査は本協会の会計業務を監査する。 
（役員選出及び任期） 
第12条　本協会の役員は、別に定める規定に基づき理事総会において選出する。

２ 任期は２年とする。ただし、再任を妨げない。
　　　 役員に欠員ができた場合には、これを補充する。ただし、任期は前任者の在任期間とする。
４ 役員は、辞任又は任期満了後においても後任者が就任するまでは、引き続きそ
       の職務を行う。
    ５ 会長、副会長の在任期間は最長５期、１０年以内とする。また、就任時において満７０歳未満でなくてはならない。ただし、総会において特に承認が得られた者はこの限りではない。
　　６ 理事長、副理事長の在任期間は最長５期、１０年いないとする。また、就任時において満６５歳未満でなくてはならない。ただし、総会において特に承認が得られた者はこの限りではない。

　　７ 常任理事、特任理事の在任期間は最長３期、６年いないとする。また、就任時において満６５歳未満でなくてはならない。ただし、総会において特に承認が得られた者はこの限りではない。
（役員の解任）
第13条　本協会の役員が次の各号のいずれかに該当する場合は、常任理事会におい
　　　　 て、常任理事現在数の３分の２以上の議決をもって解任することができる。
　　　　 この場合において、常任理事会の議長は当該役員に弁明の機会を与えるも
　　　　 のとする。 
（１）心身の故障により職務の執行に堪えないと認められるとき 
（２） 職務上の義務違反その他この協会の役員としてふさわしくない行為があると認
       められるとき 

（名誉会長） 
第14条　会長は常任理事会の同意を得て、名誉会長を委嘱することができる。 
　　２ 名誉会長は会長の相談に応ずる。 
（顧問及び参与） 
第15条　会長は常任理事会の同意を得て、顧問及び参与を若干名委嘱することができ
　　　　 る。 
２ 顧問は会長及び常任理事会の諮問に応じ、参与は常任理事会の諮問に応じ、こ
       の協会の業務の重要事項に参画する。
（事務局） 
第16条　本協会にはその業務を処理させるため事務局を設置し、事務局には事務局長
         その他必要な局員を置くことができる。 
２ 事務局長及び局員は会長が任免する。 
３ 事務局の組織及び運営に関し必要な事項は、常任理事会の議決を経て会長が定
       める。
（表彰及び懲罰）

第17条　
（表彰）本協会の目的達成のため著しい功績のあった個人あるいは団体に対し、別に

定める表彰規程に基づいて表彰する。
（懲罰）本協会に対して不利益又は名誉を損なった個人あるいは団体に対し、別に定める懲罰規程に基づいて懲罰する。

第４章 加盟チーム 
（加盟チーム） 
第18条　本協会の趣旨に賛同するチームは、本協会を通して財団法人北海道サッカー
　　　　 協会及び財団法人日本サッカー協会に加盟登録しなければならない。
２ 本協会に加盟登録しようとする団体は別に定める登録種別により、登録金を添

       えて事業新年度の定める日までに登録を完了しなければならない。

第５章 専 門 委 員 会 
（設置及び規定） 
第19条　本協会は、その事業遂行のため必要があるときは、常任理事会の議決によっ
         て専門委員会を置くことができる。 
２ 前項の規定による専門委員会の組織及び運営に関する規定は常任理事会で 

       定める。 
第６章 財務及び会計 
（事業年度） 
第20条　本協会の事業年度は、毎年４月１日に始まり翌年３月３１日に終わる。 
（経費） 
第21条　本協会の経費はつぎの収入をもってあてる。

（１） 登録金
（２） 事業収入

（３） 補助金　　　

（４） 寄付金その他

（事業計画書及び収支予算書） 
第22条　本協会は、毎事業年度開始前に常任理事会の議決により事業計画書及び収支
　　　　 予算書を作成し、毎事業年度終了時に常任理事会の決議により事業報告書な
         らびに収支決算書を作成する。 
第７章 規約の変更 
（規約の変更） 
第23条　この規約の変更は常任理事会において、常任理事の現在数の３分の２以上の
　　　　 議決をもって決定し、財団法人北海道サッカー協会の認可を受けなければな
　　　　 らない。 

（解 散） 
第24条　本協会の解散は常任理事会において、常任理事の現在数の４分の３以上の議
　　　　 決をもって決定し、その旨を財団法人北海道サッカー協会に届け出なければ
         ならない。 

第８章 補 則 
（書類帳簿の備付け等） 
第25条　本協会は、事務所に次の各号に掲げる書類及び帳簿を備え、当該各号に定め
　　　　 る期間これを保存しなければならない。 
（１）規約及びその変更に関する書類 　永久 
（２）役員名簿  永久 
（３）事業計画書及び収支予算書並びに事業報告書、収支計算書 　１０年 
（４）会計帳簿及び証拠書類　 １０年 
（５）その他必要な書類 　３年
（細 則） 
第26条　この規約の規定を実施するため必要な細則は、常任理事会の議決によって定
　　　　 める。 

附 則 
１ この規約は、この協会の設立許可の日（平成１９年４月１日）に効力を生ずる。 
２ 本規約の一部改正は平成２４年３月３１日から施行する。

